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内容

１．人口減少と在留外国人の増加

2．２０40年代、外国人1000万人に

３．自治体による新たな認識と動き

4．2026年「外国人との秩序ある共生社

会の総合的対応策」と「移民」
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2020～25年の人口増減

都府県 総人口の増減 日本人の増減 外国人の増減

東京都 167,609 23,715 143,894

神奈川県 2,561 -60,766 63,327

大阪府 -70,115 -138,781 68,666

愛知県 -98,167 -146,073 47,906

埼玉県 -9,642 -76,237 66,595

各年1月1日現在の住民基本台帳による日本人、外国人人口



三菱UFJリサーチコンサルティング加藤真氏作成、労働力調査、
外国人雇用状況まとめ（以上厚労省）より作成

5



-100

-50

0

50

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

日本人と外国人の増減

単位：万人

日本人 外国人

36万人

90万人

日本人：総務省入眠基本台帳人口、外国人：出入国在留管理庁



2040年代の外国人1000万人時代に向けて

後戻りできない外国人増大の社会をどう設計するか？



外国人が直面する課題
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自治体による外国人受入れ積極策
日経新聞「「外国人受け入れ全国首長調査」（2023年10～11月）
「人手不足対策として受け入れたい」39％、人口5％以上減の自治体「受け入れたい」71％

産経新聞「全市区町村アンケート」 (2025年11～12月）
「外国人「地域に影響ある」70％、「存在欠かせない」54％

ー群馬県多文化共生・共創推進条例](2021.4)
（外国人を）地域社会の構成員としてともに生きるとともに、多様性を生かしつつ、文化及び経済におい

て、又は地域社会に活力をもたらす社会を創る新たな価値を創造

ー山梨県「日本語教育推進県」を標榜(2023)

ー高知県「第2期高知県外国人材受入・活躍推進プラン」（2024.4)
「外国人材から『選ばれる高知県』となるため、高知で働く外国人材の満足度をさらに高め、賃金以外の面での

魅力を向上させる」

ー茨木県「外国人版いばらき幸福度指標」発表（2024.12) 9



新宿区の外国人

新宿区の人口2025年8月1日現在）

総人口 355,871人 外国人50,634人（134か国地域

14.2％）。20歳では47％が外国籍

令和5年新宿区多文化共生実態調査報告書から

（日本人住民の回答）

近所に外国人が住むことについて

「好ましい」と「どちらかといえば好ましい」の合計は38.9％。

「どちらかといえば好ましくない」と「好ましくない」の合計は

10.8％。最も高いのは、「どちらともいえない」（49.3％）。

外国人とのトラブル経験

特にない61％、ゴミ出し22％、騒音17％ 駐車・駐輪６％

新宿区人口ビジョン2021改訂版
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早期の地域日本語教室の増加、拡充の必要性
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日本語教室「空白地域」なお4割、外
国人17万人居住 来日増も整備後手
（日経新聞、2025年10月31日） 

在留外国人
2024年に36万人増（10.5％増）

V.S.

24年度日本語教育実態調査（文科省）

日本語教室のある自治体の割合は２０
23年から24年で0.7ポイント増加



日本人との交
流機会の増加

日本語学習意欲

地域定着

自己効力感
アップ

日本語力
アップ
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日本人との交流機会の拡大



日本人との交流機会の増加のために

１． 日本人住民の意識変化を導く
・ 外国人の存在の重要性の認識向上（HP、広報誌）
例）介護、地場産業等、地域経済への外国人の役割、重要性

地域で活躍する外国人、受入れ企業の事例紹介等

２． 日本人住民の外国人との接触機会の提供
・自治会、市民団体、学校との外国人との交流の場作り
・日本語での話し相手ボランティア募集
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2040年代の外国人1000万人
時代に向けて（再掲）「



2026年「外国人の受入れ・秩序ある共生のた
めの総合的対応策」

秩序維持、厳格化の一方で・・

我が国に在留する外国人（帯同家族を含む）が、日本語や我が国の制度・
ルール等を学習するプログラムの創設を検討する。来日前、来日後初期、
中期、長期の各段階を調査・検討し、省庁横断的に実施すること等を考慮
する。その上で、当該プログラムを在留審査において考慮を検討する。

外国人に係る諸課題（社会保障や教育、文化・宗教などを含む）を整理し、
具体的な調査・検討課題を明らかにした上で、関係省庁で連携して政府全
体での検討を推進し、受入れに関する基本的な考え方を検討する。
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日本の移民受入れの成功確率は高い

１．国境危機（意図しない外国人の急増）が起こらない
陸続きの欧州や米国と違い、在留資格のない外国人の
激増は起こらず、深刻な移民・難民問題は発生しない。

２．国内の継続的な生産年齢人口の減少と人手不足
潜在力のある労働者を受入れ適切に能力開発を行えば長期で失業する
リスクは少ない（欧州の移民の犯罪者の多数は失業した男性の青年）

３．多文化共生の経験と歴史
政府の政策と予算のない中で支援を行ってきた市民社会と自治体の存在

４．古代から異文化を受入れイノベーションを
起こしてきた日本の歴史とアイデンティティ
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